
 

 

 

            

 

 

  

 

長崎県の雇用失業情勢（令和５年２月分）について 

 
 
 
 
 
 
 
※．令和3年９月以降の本資料の数値には、ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求

職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。 

 
１ 有効求人倍率は、5か月連続  1.2倍以上 
  令和 5年 2月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.23倍となり、前月から 0.02ポイント下回った。 

① 月間有効求人数（季節調整値）は 27,907人で、前月比 1.7％増加。 
② 月間有効求職者数（同）は 22,661人で、前月比 2.9％増加。 
③ 正社員の有効求人倍率（原数値）は 1.06倍となり、前年同月比 0.07ポイント上回った。 

 
２ 新規求人倍率は、30か月連続 1.5倍以上 

令和 5年 2月の新規求人倍率（季節調整値）は 1.77倍となり、前月から 0.15ポイント下回った。 
① 新規求人数（季節調整値）は 9,847人で、前月比 0.4％増加。 
② 新規求職者数（同）は 5,570人で、前月比 9.2％増加。 

 
３ 新規求人数（原数値）は、前年同月比 24か月連続の増加 
  新規求人数（原数値）は 10,765人で、前年同月比 8.8％増加。 
  ○雇用形態別では、フルタイム求人が 8.8％増加、パートタイム求人が 8.9％増加。 

主な産業 新規求人数 前年同月比 ポイント 

建設業 ８９６人 ▲９．５％ ２か月振りの減少 
製造業 ９１５人 １９．６％ １６か月連続の増加 

運輸業・郵便業 ５００人 ２４．７％ ２か月連続の増加 

卸売業・小売業 １，２９５人 ３．６％ ２か月振りの増加 

宿泊業・飲食サービス業 ５８５人 ７．７％ ２か月振りの増加 

生活関連サービス業・娯楽業 ３４０人 ▲９．６％ １４か月振りの減少 

医療・福祉 ３，４２９人  １２．７％ ２か月振りの増加 

その他のサービス業 
（労働者派遣業、警備業等） 

１，０６４人 １６．２％ ３か月振りの増加 

 
４ 新規求職者数（原数値）は、前年同月比 8か月振りの増加 
  新規求職者数（原数値）は 5,989人で、前年同月比 8.7％増加。 

① 雇用形態別では、フルタイム求職者（同）が 5.8％増加、パート求職者（同）は 13.5％増加。 
② 男女別（同）では、男性が 6.7％増加、女性が 9.9％増加。 
③ 新規常用求職者の求職時の状況（同）では、離職者が 10.6％増加、在職者が 4.2％増加、無業者  

が 18.5％増加。 
 
５ 安定所別有効求人倍率（原数値）は、西海所の 1.66倍が最も高く、壱岐所の 0.92倍が最も低い。 

令和５年３月３１日（金） 長崎労働局職業安定部 

 職業安定課長     都野川 直樹 

 職業安定課長補佐   塩竃 順二 

 電話 ０９５－８０１－００４０ 

１ 令和５年２月の有効求人倍率（受理地別）は１．２３倍で、前月から０．０２ポイント低下（↓） 

２ 令和５年２月の新規求人倍率（受理地別）は１．７７倍で、前月から０．１５ポイント低下（↓） 

３ 現下の雇用失業情勢は、求人が持ち直しているものの、物価上昇等が今後の雇用に与える影響を注視

する必要がある。（→） 

・全国の有効求人倍率は 1.34倍で、長崎県は上から 35番目、下から 13番目（↓） 

Press Release 
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新規求人の動向（令和５年２月分）

【新規求人（原数値）が前年同月比で増加している主な産業と要因】

製造業（19.6％増）は、16か月連続の増加

要因：西 海管轄の輸送用機械器具製造業からの求人が増加
諌 早管轄の電子部品・デバイス製造業からの求人が増加

要因：長 崎管轄の宿泊業からの求人が増加
島 原管轄の宿泊業からの求人が増加

【新規求人（原数値）が前年同月比で減少している主な産業と要因】

その他のサービス業（労働者派遣業、警備業等）（16.2％増）は、3か月振りの増加

要因：長 崎管轄のその他の事業サービス業からの求人が増加

医療・福祉（12.7％増）は、2か月振りの増加

要因：長 崎管轄の医療業及び社会福祉・介護事業からの求人が増加
佐世保管轄の医療業からの求人が増加
諫 早管轄の社会福祉・介護事業からの求人が増加

生活関連サービス業・娯楽業（9.6％減）は、14か月振りの減少

要因：諫 早管轄の生活関連サービス業からの求人が減少
江 迎管轄の娯楽業からの求人が減少

建設業（9.5％減）は、2か月振りの減少

要因：佐世保管轄の建設業からの求人が減少
島 原管轄の建設業からの求人が減少

要因：佐世保管轄の小売業からの求人が増加

宿泊業・飲食サービス業（7.7％増）は、2か月振りの増加

運輸業・郵便業（24.7％増）は、2か月連続の増加

要因：長 崎管轄の道路旅客運送業からの求人が増加

卸売業・小売業（3.6％増）は、2か月振りの増加
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4年2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 5年1月 2月
全国 2.24 2.19 2.20 2.24 2.24 2.32 2.30 2.30 2.33 2.38 2.38 2.38 2.32
長崎 1.85 1.75 1.73 1.83 1.77 1.72 1.86 1.87 1.82 1.82 1.90 1.92 1.77
全国 1.21 1.23 1.24 1.25 1.27 1.28 1.31 1.32 1.34 1.35 1.36 1.35 1.34
長崎 1.18 1.18 1.18 1.17 1.16 1.16 1.17 1.19 1.21 1.21 1.22 1.25 1.23

長崎県の雇用失業情勢 （令和5年2月分）
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※ 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和4年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。
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安定所別有効求人倍率（原数値）の推移（対前年同月） 

4年2月 5年2月 

長崎県 長 崎 西 海 佐世保 諫 早 大 村 島 原 江 迎 五 島 対 馬 壱 岐
4年2月 1.25 1.11 1.39 1.36 1.49 1.28 1.36 1.10 1.50 0.92 1.27
5年2月 1.32 1.14 1.66 1.51 1.51 1.22 1.42 1.61 1.38 1.48 0.92
前年同月差 0.07 0.03 0.27 0.15 0.02 ▲ 0.06 0.06 0.51 ▲ 0.12 0.56 ▲ 0.35
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年 月 5年 5年 4年

項 目 2月 1月 2月

 1 月間有効求職者数 （人） 22,119 20,495 21,934 4ヶ月振りに前年比 増

季節調整値 22,661 22,031 22,528 * 2.9

 2 新規求職申込件数 （人） 5,989 5,559 5,509 8ヶ月振りに前年比 増

季節調整値 5,570 5,100 5,253 * 9.2

 3 月間有効求人数 （人） 29,185 27,521 27,451 23ヶ月連続で前年比 増

季節調整値 27,907 27,450 26,603 * 1.7

 4 新規求人数 （人） 10,765 10,478 9,892 24ヶ月連続で前年比 増

季節調整値 9,847 9,806 9,719 * 0.4

 5 紹介件数 （件） 6,264 4,689 6,115 13ヶ月振りに前年比 増

 6 就職件数 （件） 1,949 1,374 1,874 4ヶ月振りに前年比 増

 7 充足数 （件） 1,868 1,318 1,826 4ヶ月振りに前年比 増

 8 有効求人倍率（3/1）（倍） 1.32 1.34 1.25

季節調整値 1.23 1.25 1.18 * ▲0.02

 9 新規求人倍率（4/2）（倍） 1.80 1.88 1.80

季節調整値 1.77 1.92 1.85 * ▲0.15

10 就職率（6/2×100） （％） 32.5 24.7 34.0

11 充足率（7/4×100） （％） 17.4 12.6 18.5

 1 月間有効求職者数 （人） 13,414 12,472 13,538

 2 新規求職申込件数 （人） 3,612 3,458 3,414

 3 月間有効求人数 （人） 17,883 17,098 17,147

 4 新規求人数 （人） 6,454 6,329 5,932

 5 紹介件数 （件） 3,374 2,878 3,369

 6 就職件数 （件） 1,112 825 1,090

 7 充足数 （件） 1,065 789 1,069

 8 有効求人倍率（3/1）（倍） 1.33 1.37 1.27

 9 新規求人倍率（4/2）（倍） 1.79 1.83 1.74

10 就職率（6/2×100） （％） 30.8 23.9 31.9

 1 月間有効求職者数 （人） 8,705 8,023 8,396

 2 新規求職申込件数 （人） 2,377 2,101 2,095

 3 月間有効求人数 （人） 11,302 10,423 10,304

 4 新規求人数 （人） 4,311 4,149 3,960

 5 紹介件数 （件） 2,890 1,811 2,746

 6 就職件数 （件） 837 549 784

 7 充足数 （件） 803 529 757

 8 有効求人倍率（3/1）（倍） 1.30 1.30 1.23

 9 新規求人倍率（4/2）（倍） 1.81 1.97 1.89

10 就職率（6/2×100） （％） 35.2 26.1 37.4

労働市場の動向 令和5年2月分 長崎労働局職業安定部職業安定課
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※ 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。なお、令和4年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。

※ ▲はマイナス。
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本月の有効求人倍率（季節調整値）は１．２３倍で、５ヶ月連続で１．２倍以上となった。  
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パートを含む常用

年 月 5年 5年 4年

項 目 2月 1月 2月

離職者 （人） 3,254 3,304 2,942

うち事業主都合 （人） 621 615 664

うち自己都合 （人） 2,462 2,540 2,094

在職者 （人） 2,089 1,713 2,005

無業者 （人） 588 476 496

 1 月間有効求職者数 （人） 7,380 7,577 7,545 21ヶ月連続で前年比 減

 2 新規求職申込件数 （人） 1,137 1,212 1,061

 3 紹介件数 （件） 1,331 1,019 1,243

 4 就職件数 （件） 533 422 493

 5 就職率（4/2×100） （％） 46.9 34.8 46.5

 1 月間有効求職者数 （人） 7,761 7,155 7,464

 2 新規求職申込件数 （人） 2,140 1,977 1,831

 3 月間有効求人数 （人） 4,930 4,632 4,518

 4 紹介件数 （件） 1,959 1,274 1,797

 5 就職件数 （件） 469 332 453

 6 有効求人倍率（3/1）（倍） 0.64 0.65 0.61

 7 就職率（5/2×100） （％） 21.9 16.8 24.7

 1 月間有効求職者数 （人） 5,684 5,433 5,775

 2 新規求職申込件数 （人） 1,467 1,460 1,420

 3 月間有効求人数 （人） 11,127 10,588 10,469

 4 就職件数 （件） 503 352 498

 5 有効求人倍率（3/1）（倍） 1.96 1.95 1.81

 6 就職率（4/2×100） （％） 34.3 24.1 35.1

適用事業所数 （件） 24,973 24,959 25,144

被保険者数 （人） 358,569 358,794 363,477 36ヶ月連続で前年比 減

資格取得件数 （件） 3,894 3,243 3,778

資格喪失件数 （件） 4,124 5,221 4,086

うち事業主都合 （件） 262 222 375

受給資格決定件数 （件） 1,495 1,356 1,276

受給者実人員 （人） 4,629 4,873 4,618

全国の状況

年 月 5年 5年 4年

項 目 2月 1月 2月

 7 有効求人倍率 （倍） 1.41 1.34 1.28

季節調整値 1.34 1.35 1.21 * ▲0.01

 8 新規求人倍率 （倍） 2.29 2.32 2.20

季節調整値 2.32 2.38 2.24 * ▲0.06
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１ 求人、求職及び有効求人倍率の推移

（注） １．月別の数値は季節調整値である。

２．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（Ｘ-12-ＡRIMA)による。なお、令和4年12月以前の数値は、新季節指数により改定されている。

区分

年月 季節調整値 対前月比 季節調整値 対前月比 季節調整値
対前月
増減差

季節調整値 対前月比 季節調整値 対前月比 季節調整値
対前月
増減差

令和4年 2月 22,528 ▲ 0.7 26,603 0.9 1.18 0.02 5,253 ▲ 5.7 9,719 4.3 1.85 0.18

3月 22,542 0.1 26,529 ▲ 0.3 1.18 0.00 5,366 2.2 9,396 ▲ 3.3 1.75 ▲ 0.10

4月 22,566 0.1 26,652 0.5 1.18 0.00 5,493 2.4 9,489 1.0 1.73 ▲ 0.02

5月 22,805 1.1 26,697 0.2 1.17 ▲ 0.01 5,400 ▲ 1.7 9,887 4.2 1.83 0.10

6月 23,205 1.8 27,003 1.1 1.16 ▲ 0.01 5,469 1.3 9,675 ▲ 2.1 1.77 ▲ 0.06

7月 23,074 ▲ 0.6 26,854 ▲ 0.6 1.16 0.00 5,332 ▲ 2.5 9,197 ▲ 4.9 1.72 ▲ 0.05

8月 22,833 ▲ 1.0 26,709 ▲ 0.5 1.17 0.01 5,107 ▲ 4.2 9,495 3.2 1.86 0.14

9月 22,676 ▲ 0.7 26,933 0.8 1.19 0.02 5,195 1.7 9,732 2.5 1.87 0.01

10月 22,626 ▲ 0.2 27,270 1.3 1.21 0.02 5,287 1.8 9,597 ▲ 1.4 1.82 ▲ 0.05

11月 22,376 ▲ 1.1 27,087 ▲ 0.7 1.21 0.00 5,231 ▲ 1.1 9,508 ▲ 0.9 1.82 0.00

12月 22,293 ▲ 0.4 27,219 0.5 1.22 0.01 5,002 ▲ 4.4 9,507 ▲ 0.0 1.90 0.08

令和5年 1月 22,031 ▲ 1.2 27,450 0.8 1.25 0.03 5,100 2.0 9,806 3.1 1.92 0.02

2月 22,661 2.9 27,907 1.7 1.23 ▲ 0.02 5,570 9.2 9,847 0.4 1.77 ▲ 0.15

（注） １．季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、新季節指数により改定されている。

２．▲は減少である。

（新規学卒者を除く）

月間有効求職者数 月間有効求人数 新規求人倍率有効求人倍率 新規求職者数 新規求人数

２ 一般職業紹介状況（季節調整値）
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令和5年2月 令和5年1月 令和4年2月 対前月差 対前年同月差

            合            計 10,765 10,478 9,892 287 ( 2.7 ) 873 ( 8.8 )

Ａ，Ｂ農，林，漁業(01～04) 131 108 172 23 ( 21.3 ) ▲ 41 ( ▲ 23.8 )

Ｃ鉱業，採石業，砂利採取業(05) 12 6 14 6 ( 100.0 ) ▲ 2 ( ▲ 14.3 )

Ｄ建設業(06～08) 896 979 990 ▲ 83 ( ▲ 8.5 ) ▲ 94 ( ▲ 9.5 )

Ｅ製造業(09～32) 915 946 765 ▲ 31 ( ▲ 3.3 ) 150 ( 19.6 )

09食料品製造業 256 234 160 22 ( 9.4 ) 96 ( 60.0 )

11繊維工業 43 36 77 7 ( 19.4 ) ▲ 34 ( ▲ 44.2 )

21窯業・土石製品製造業 35 31 53 4 ( 12.9 ) ▲ 18 ( ▲ 34.0 )

24金属製品製造業 93 120 81 ▲ 27 ( ▲ 22.5 ) 12 ( 14.8 )

25はん用機械器具製造業 48 73 51 ▲ 25 ( ▲ 34.2 ) ▲ 3 ( ▲ 5.9 )

28電子部品・デバイス・電子回路製造業 43 115 26 ▲ 72 ( ▲ 62.6 ) 17 ( 65.4 )

29電気機械器具製造業 25 13 11 12 ( 92.3 ) 14 ( 127.3 )

30情報通信機械器具製造業 2 19 11 ▲ 17 ( ▲ 89.5 ) ▲ 9 ( ▲ 81.8 )

28,30ハードウェア製造関係 45 134 37 ▲ 89 ( ▲ 66.4 ) 8 ( 21.6 )

31輸送用機械器具製造業 271 229 247 42 ( 18.3 ) 24 ( 9.7 )

Ｆ電気・ガス・熱供給・ 水道業     (33～36) 4 6 2 ▲ 2 ( ▲ 33.3 ) 2 ( 100.0 )

Ｇ情報通信業(37～41) 192 155 151 37 ( 23.9 ) 41 ( 27.2 )

Ｈ運輸業，郵便業(42～49) 500 488 401 12 ( 2.5 ) 99 ( 24.7 )

Ｉ卸売業，小売業(50～61) 1,295 1,080 1,250 215 ( 19.9 ) 45 ( 3.6 )

Ｊ金融業，保険業(62～67) 54 36 66 18 ( 50.0 ) ▲ 12 ( ▲ 18.2 )

Ｋ不動産業，物品賃貸業(68～70) 126 119 96 7 ( 5.9 ) 30 ( 31.3 )

Ｌ学術研究，専門・技術サービス業(71～74) 179 233 251 ▲ 54 ( ▲ 23.2 ) ▲ 72 ( ▲ 28.7 )

Ｍ宿泊業，飲食サービス業(75～77) 585 536 543 49 ( 9.1 ) 42 ( 7.7 )

Ｎ生活関連サービス業，娯楽業(78～80) 340 470 376 ▲ 130 ( ▲ 27.7 ) ▲ 36 ( ▲ 9.6 )

Ｏ教育，学習支援業(81，82) 283 212 218 71 ( 33.5 ) 65 ( 29.8 )

Ｐ医療，福祉(83～85) 3,429 3,259 3,042 170 ( 5.2 ) 387 ( 12.7 )

Ｑ複合サービス事業(86，87) 103 78 70 25 ( 32.1 ) 33 ( 47.1 )

Ｒサービス業（他に分類されないもの）(88～96) 1,064 897 916 167 ( 18.6 ) 148 ( 16.2 )

Ｓ，Ｔ公務（他に分類されるものを除く）・その他(97,98,99) 657 870 569 ▲ 213 ( ▲ 24.5 ) 88 ( 15.5 )
平成２５年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの

（注）

４ 正社員の有効求人倍率

産 業

３ 産業別一般新規求人状況

（新規学卒者を除く）

(対前月比)

正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数
には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

(対前年同月比)

4年 

2月 
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

5年 

1月 
2月 

全国 0 97 0 95 0.92 0.91 0.95 0.98 1.00 1.02 1.04 1.07 1.11 1.09 1.06

長崎県 0 99 0 96 0.93 0.92 0.94 0.97 0.98 0.98 1.02 1.07 1.12 1.10 1.06

正社員の月間有効求人数(長崎県） 13186 13,502 13,207 12,989 13,176 13,023 13,026 13,135 13,620 13,694 13,419 13,580 14,109

月間有効求職者数(パートを除く常用)(長崎県) 13346 14,030 14,145 14,087 13,950 13,377 13,354 13,348 13,353 12,806 11,957 12,378 13,255

0.97  0.95  
0.92  0.91  

0.95  
0.98  

1.00  1.02  
1.04  

1.07  
1.11  

1.09  
1.06  

0.99  
0.96  

0.93  0.92  0.94  
0.97  

0.98  0.98  
1.02  

1.07  

1.12  

1.10  
1.06  

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

有
効
求
人
倍
率 

正社員有効求人倍率（原数値）の動向 

全国 

長崎県 
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18 年度 1.06 0.60 0.69 0.39 0.69 0.68 0.50 0.53 0.32 0.26 0.21 0.37

19 年度 1.02 0.61 0.71 0.45 0.64 0.65 0.51 0.54 0.37 0.29 0.23 0.45

20 年度 0.77 0.53 0.66 0.34 0.54 0.51 0.41 0.44 0.32 0.35 0.23 0.37

21 年度 0.45 0.41 0.45 0.27 0.38 0.45 0.34 0.44 0.26 0.40 0.27 0.39

22 年度 0.56 0.49 0.53 0.33 0.47 0.58 0.42 0.50 0.31 0.42 0.35 0.48

23 年度 0.68 0.60 0.61 0.44 0.62 0.75 0.53 0.61 0.43 0.47 0.40 0.51

24 年度 0.82 0.65 0.66 0.54 0.70 0.77 0.58 0.73 0.40 0.56 0.38 0.49

25 年度 0.97 0.75 0.74 0.62 0.86 0.83 0.59 0.78 0.58 0.66 0.66 0.60

26 年度 1.11 0.87 0.87 0.85 0.94 0.92 0.75 0.86 0.70 0.83 0.83 0.64

27 年度 1.23 1.01 0.97 1.01 1.17 1.16 0.88 0.93 0.79 0.83 0.94 0.79

28 年度 1.39 1.14 1.02 1.24 1.49 1.36 0.95 1.01 0.99 0.97 0.99 0.97

29 年度 1.54 1.20 1.03 1.17 1.48 1.54 1.05 1.11 1.13 1.06 1.27 1.14

30 年度 1.62 1.25 1.06 1.33 1.53 1.52 1.15 1.30 1.04 1.41 1.14 1.23

元 年度 1.55 1.18 0.98 1.30 1.54 1.35 1.15 1.20 0.94 1.43 1.09 0.98

2 年度 1.10 0.95 0.81 0.95 1.25 1.02 1.02 0.93 0.82 0.93 0.85 0.82

3 年度 1.16 1.10 0.94 1.14 1.31 1.29 1.13 1.21 0.97 1.22 1.01 1.07

3年 2月 1.09 r 0.99 1.15 1.05 0.89 1.07 1.41 1.16 1.14 1.00 0.96 0.98 0.72 0.81

3月 1.10 1.03 1.12 1.05 0.89 1.07 1.37 1.18 1.11 1.02 0.96 1.08 0.81 0.88

4月 r 1.10 1.02 1.04 0.96 0.82 0.90 1.18 1.10 0.97 0.97 0.81 0.97 0.87 0.89

5月 1.10 1.04 1.02 0.96 0.80 0.85 1.19 1.12 0.97 1.03 0.83 1.00 1.04 0.89

6月 1.13 1.04 1.06 0.98 0.82 0.93 1.22 1.19 1.02 1.04 0.78 1.02 1.04 0.96

7月 1.14 1.07 1.11 1.05 0.86 1.01 1.32 1.21 1.10 1.09 0.89 1.11 1.06 1.04

8月 r 1.14 r 1.08 1.12 1.06 0.90 1.06 1.29 1.18 1.07 1.14 0.95 1.15 0.98 1.08

9月 1.15 r 1.10 1.14 1.08 0.95 1.03 1.24 1.21 1.10 1.20 0.93 1.15 0.99 1.13

10月 r 1.15 1.11 1.16 1.10 0.94 1.11 1.28 1.30 1.15 1.20 0.96 1.25 1.08 1.02

11月 1.17 r 1.15 1.20 1.18 0.97 1.30 1.40 1.37 1.21 1.45 1.09 1.33 1.18 1.06

12月 r 1.18 r 1.15 1.26 1.25 1.01 1.44 1.52 1.51 1.31 1.51 1.12 1.34 1.08 1.15

4年 1月 1.20 1.16 1.27 1.25 1.07 1.49 1.42 1.50 1.27 1.38 1.10 1.54 0.97 1.23

2月 1.21 r 1.18 1.28 1.25 1.11 1.39 1.36 1.49 1.28 1.36 1.10 1.50 0.92 1.27

3月 r 1.23 r 1.18 1.25 1.21 1.07 1.39 1.38 1.39 1.20 1.32 1.10 1.43 0.95 1.17

4月 r 1.24 r 1.18 1.17 1.11 0.93 1.23 1.31 1.31 1.16 1.23 0.96 1.38 0.99 1.06

5月 r 1.25 r 1.17 1.15 1.08 0.91 1.20 1.26 1.27 1.04 1.21 0.96 1.30 1.11 1.10

6月 1.27 1.16 1.19 1.10 0.92 1.20 1.31 1.30 1.10 1.17 0.97 1.25 1.21 1.04

7月 r 1.28 r 1.16 1.26 1.14 1.00 1.15 1.27 1.31 1.10 1.24 1.03 1.26 1.30 1.12

8月 r 1.31 r 1.17 1.29 1.14 0.99 1.28 1.28 1.30 1.07 1.25 1.15 1.22 1.31 1.04

9月 r 1.32 r 1.19 1.32 1.16 1.03 1.23 1.30 1.36 1.07 1.25 1.09 1.32 1.25 1.11

10月 r 1.34 1.21 1.35 1.20 1.06 1.22 1.33 1.40 1.16 1.27 1.19 1.34 1.29 1.10

11月 1.35 r 1.21 1.39 1.26 1.14 1.53 1.36 1.47 1.17 1.30 1.19 1.33 1.38 1.16

12月 r 1.36 1.22 1.45 1.33 1.19 1.75 1.49 1.56 1.24 1.33 1.39 1.31 1.27 1.08

5年 1月 1.35 1.25 1.44 1.34 1.16 1.81 1.53 1.54 1.26 1.52 1.52 1.34 1.60 0.99

2月 1.34 1.23 1.41 1.32 1.14 1.66 1.51 1.51 1.22 1.42 1.61 1.38 1.48 0.92

0.51 ▲ 0.12 0.560.15 0.02 ▲ 0.06 0.06

諌 早 大 村

（注）季節調整値・・１年を周期として繰り返される季節的要因による変動の影響を取り除いた数値をいう。5年１月改定。ｒは改定値

▲ 0.35

五 島 対 馬 壱 岐

対前年同月差
＊対前月差

▲ 0.01 ▲ 0.02 0.03 0.27

西 海 佐世保

0.13 0.07

長崎県 長 崎 島 原 江 迎

全国・長崎県・安定所別有効求人倍率
(学卒を除きパ－トを含む）

年度等

季節調整値 原 数 値

全 国 長崎県 全 国

＊ ＊ 
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（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）

令和５年２月 全国平均1.34倍 ［原数値1.41倍］
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1.64  

1.27  

1.40  

1.41  

1.17  

1.24  

1.30  

1.02  

1.22  

1.20  

1.51  

1.71  

1.57  

1.56  

1.52  

1.21  
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1.27  

1 31  

1.42  

1.23  

1.45  

1.46  

1.46  

1.30  

1.00  

0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40 1.60 1.80 2.00

北海道 

青森 

岩手 

宮城 

秋田 

山形 

福島 

茨城 

栃木 

群馬 

埼玉 

千葉 

東京 

神奈川 

新潟 

富山 

石川 

福井 

山梨 

長野 

岐阜 

静岡 

愛知 

三重 

滋賀 

京都 

大阪 

兵庫 

奈良 

和歌山 

鳥取 

島根 

岡山 

広島 

山口 

徳島 

香川 

愛媛 

高知 

福岡 

佐賀 

長崎 

熊本 

大分 

宮崎 

鹿児島 

沖縄 

 

 1.00倍 

全国で上から35番目 
   下から13番目  

  全国平均 

 1.34倍 
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